
 

災害応急用井戸要領（環境局） 
 
第１ 目的 

水は人が生活するうえで欠くことができないものであるが、震災時には水道施設

が甚大な被害を受け、水の確保が困難な状況となることが予想される。このような

状況に備えるため、応急給水体制を補完する観点から井戸の活用を図ることが重要

である。 

そこで、この要領を定め、災害時に地域住民に対し生活用水（トイレ及び洗濯等

の日常生活に利用される水であって、飲用を除く。以下同じ。）として地下水を提

供することに協力が得られる事業者に対して、災害応急用井戸の指定を行うことに

より井戸の有効活用を図るものである。 

 

第２ 定義 

この要領において、「災害応急用井戸」とは、市民の健康と安全を確保する環境

の保全に関する条例（平成 15 年名古屋市条例第 15 号）第 63 条に規定される揚水

設備及び同条例第 72 条に規定される井戸設備（以下「揚水設備等」という）のう

ち、災害時に生活用水の提供に協力が得られる設備をいう。 

 

第３ 受付 

事業者は、災害応急用井戸の指定の申込をしようとするときは、「別紙１ 災害

応急用井戸協力申込書」（以下「申込書」という）及び「別紙２ 承諾書」を、揚

水設備等が所在する区を管轄する保健福祉センター公害対策課（以下「公害対策課」

という。）に提出する。 

 

第４ 指定 

市長は、協力の申込があった揚水設備等について現場調査を実施し、災害時に地

下水の供給が安全に行うことができるものを、災害応急用井戸として指定し、当該

事業者に対して「別紙３ 災害応急用井戸指定書」を送付する。 

なお、指定した事業所については、防災危機管理局が作成するあなたの街の地震

ハザードマップに事業所名及び所在地を掲載する。 

 

第５ 指定後の措置 

市長は、災害応急用井戸の現場調査を定期的に実施する。 

 

第６ 取消し等 

１ 指定の取り消し 

事業者は、やむをえない事情等により災害応急用井戸の指定取り消しを求める

場合には、公害対策課に「別紙４ 災害応急用井戸指定解除願」（以下「解除願」

 



 

という）を提出する。市長は、「解除願」の提出を受けたときは、当該災害応急

用井戸の指定を取り消す。 

ただし、事業者が揚水設備等の廃止に伴う廃止届を公害対策課へ提出したとき、

あるいは公害対策課が揚水設備等の確認廃止を行ったときは、「解除願」によら

ず、協力の取消しを行う。 

２ 揚水設備等の承継 

災害応急用井戸である揚水設備等を承継した場合は、廃止の場合と同様とする。

ただし、揚水設備等を承継したものが、引き続き、災害応急用井戸として登録す

る場合は、再度、本要領の流れに沿って申込等の手続きを行う。 

 

第７ その他 

その他この要領に関し必要な事項は別途定める。 

 

附 則 

この要領は、平成１５年１１月 ４日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成１６年 ４月 １日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成２０年 ４月 １日から施行する。 

  附 則 

この要領は、平成２１年１０月 ５日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成２４年 ５月 １日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成３０年 ４月 １日から施行する。 

附 則 

この要領は、令和 ６年 ４月 １日から施行する。 

 



 

別紙１ 

災害応急用井戸協力申込書 
 

  年  月  日 
 

（あて先）名古屋市長 
 

氏 名（事業所名及び代表者名） 
 
 
住 所 

 
 

下記の井戸を、震災時に地域住民に対し生活用水として提供しますので、

「災害応急用井戸」として申込みます。 
 
 

記 
 
 

１ 井戸の所在地  

２ 所有者  

３ 担当者及び連絡先  

４ その他・備考  

 
 

 



 

別紙２ 

承  諾  書 
 

  年  月  日 
 

（あて先）名古屋市長 
 

氏 名（事業所名及び代表者名） 
 
 
住 所 

 
 

震災時における地下水の提供にあたって、下記の事項を承諾します。 
 
 

記 
 
１ 登録 
 

「災害時に生活用水として利用可能」と名古屋市が判断した井戸について、震

災時には地域の方々に地下水を提供することに同意し、事業所名及びその所在

地を名古屋市に登録します。 
なお、井戸の廃止及びその他の事由により地下水の提供を辞退する場合は、あ

らかじめ公害対策課に連絡します。 
 
 
２ 公表 

名古屋市が登録した事業所名、所在地を住民に公表し、又、事業所の位置を示

した地図を作成することに同意します。 
 

 



 

別紙３ 

災害応急用井戸指定書 
 

  年  月  日 
 
氏名（事業所名及び代表者名） 
 

 
住 所 
 
 

名古屋市長 
 
 

下記の井戸を、災害応急用井戸に指定します。 
 

記 
 
１ 井戸の所在地 
 
２ 所有者 
 
３ その他 
 

 
 

 
 
  
 
 
 
         問い合わせ先：名古屋市環境局地域環境対策部地域環境対策課 
               電話：９７２－２６７５ 
               FAX：９７２－４１５５ 
                
 
 



 

別紙４ 
 

災害応急用井戸指定解除願 
 

  年  月  日 
 

（あて先）名古屋市長 
 

氏 名（事業所名及び代表者名） 
 
 
住 所 

 
 

下記の井戸について、災害応急用井戸指定の解除をお願いします。 
 
 

記 
 

１ 井戸の所在地  

２ 所有者  

３ その他  

 
 

 
 
 

 
 
 



 

別紙５ 
 

災害応急用井戸指定解除通知 
 

  年  月  日 
 
氏名（事業所名及び代表者名） 
 

 
住 所 
 
 

名古屋市長 
 
 

下記の井戸について、災害応急用井戸指定を解除します。 
 
 

記 
 

１ 井戸の所在地 
 
 
２ 所有者 
 
 
３ その他 
 

 
 
 

 
 
 
 
 


